
規程及び実施要領の改定について 

◆ 都道府県建設業協会が実施する事業に対する一般助成金規程案(令和 7年 4月 1日施行) 

（１）助成基準と助成上限額について、会員加入率の区分 95％以上を 1,200万円に、90％以上を

1,100万円に、85％以上を 1,000万円に改め、令和 8年 6月支払分から実施します。 

 

（改正理由）会員加入率に偏重していた傾向を改め、会員加入率 80％以上の協会に適用される

会員加入率 85％、90％、95％のランクの増額 200万円を他のランクと同様に 100万円に圧縮

して、掛金収納額をはるかに上回って一般助成金が支給される（例えば掛金収納額区分 ⓫ ＝ 

400万円 ＜ 会員加入率区分 ② ＝ 1,300万円）といった不均衡を是正するものです。 

（２）当年 1月から 12月までの協会の掛金収納額に会員の占める割合が当年の全国平均を下回る

協会において、一般助成金額が標準額（会員の掛金収納額×0.1×1.5）（1万円以下は切り

上げる。）を上回る場合には、一般助成金額と標準額の合計の 1/2を調整一般助成金（令和

7 年度から令和 9 年度までの当面の間 10 万円以下は切り上げる。）として、一般助成金額

を超えない範囲で支払うこととし、令和 8年 6月支払分から実施します。 

（改正理由）会員で構成される協会の諸活動を一般助成は支援するものであり、その趣旨に照ら

すと、掛金収納額に会員の占める割合の全国平均（67.8％）を超える水準で会員外の掛金収納

額に多くを依存するのは好ましくないため、当該協会のその割合が全国平均を下回る場合、全

国平均の会員と会員外の掛金収納額の比率は 2：1であるので、これを標準にして依存するの

は当該協会の会員の掛金収納額の 1.5倍（注）までとし、当該協会の一般助成金の標準額(会

員の掛金収納額×0.1×1.5)を一般助成金額が上回るときは、過度に会員外に依存していると

みなして、激変緩和措置を講じて調整一般助成金を支払うこととするものです。前年の 1月か

ら 12月までの掛金収納額の実績に基づき令和 8年 6月支払分より適用されます。 

一般助成金額 一般助成金額

❶ １．８　億円以上　 ① ９５％以上 15,000,000 ❶ １．８　億円以上　 15,000,000

❷ １．６５億円以上　 14,000,000 ❷ １．６５億円以上　 14,000,000

➌ １．５　億円以上　 ② ９０％以上 13,000,000 ➌ １．５　億円以上　 13,000,000

➍ １．３５億円以上　 12,000,000 ➍ １．３５億円以上　 ① ９５％以上 12,000,000

❺ １．２　億円以上　 ③ ８５％以上 11,000,000 ❺ １．２　億円以上　 ② ９０％以上 11,000,000

❻ １．１　億円以上　 10,000,000 ❻ １．１　億円以上　 ③ ８５％以上 10,000,000

➐ １．０　億円以上　 ④ ８０％以上 9,000,000 ➐ １．０　億円以上　 ④ ８０％以上 9,000,000

❽ ０．８５億円以上　 ⑤ ７５％以上 8,000,000 ❽ ０．８５億円以上　 ⑤ ７５％以上 8,000,000

➒ ０．７　億円以上　 ⑥ ７０％以上 7,000,000 ➒ ０．７　億円以上　 ⑥ ７０％以上 7,000,000

⑦ ６５％以上 6,000,000 ⑦ ６５％以上 6,000,000

❿ ０．６　億円以上　 ⑧ ６０％以上 5,000,000 ❿ ０．６　億円以上　 ⑧ ６０％以上 5,000,000

⑨ ５５％以上 4,500,000 ⑨ ５５％以上 4,500,000

⓫ ０．５　億円以上　 ⑩ ５０％以上 4,000,000 ⓫ ０．５　億円以上　 ⑩ ５０％以上 4,000,000

⑪ ４５％以上 3,500,000 ⑪ ４５％以上 3,500,000

⓬ ０．４　億円以上　 ⑫ ４０％以上 3,000,000 ⓬ ０．４　億円以上　 ⑫ ４０％以上 3,000,000

⓭ ０．３５億円以上　 ⑬ ３５％以上 2,000,000 ⓭ ０．３５億円以上　 ⑬ ３５％以上 2,000,000

⓮ ０．３　億円以上　 ⑭ ３０％以上 1,000,000 ⓮ ０．３　億円以上　 ⑭ ３０％以上 1,000,000

⓯ ０．１５億円以上　 500,000 ⓯ ０．１５億円以上　 500,000

⓰ ０．０８億円以上　 300,000 ⓰ ０．０８億円以上　 300,000

※掛金収納額区分と会員加入率区分のいずれか有利な区分の一般助成金額を適

用します。

※掛金収納額区分と会員加入率区分のいずれか有利な区分の一般助成金額を適

用します。

◆ 現行 ◆ 一般助成金の見直し(案)

掛金収納額区分 会員加入率区分 掛金収納額区分 会員加入率区分



（注）全国平均をモデルにして一般助成金の標準額を求めて調整一般助成金を算出した A協会の事例 
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※1／0.678＝1.475≒1.5倍（モデルの掛金収納額は会員の掛金収納額の 1.5倍 ） 

① 標準額は会員の掛金収納額（1万円以下を切り上げて2,000万円）×10％×1.5＝300万円 

② 一般助成金区分基準による一般助成金は 800万円 

③ 調整一般助成金は（800万円+300万円）／2＝550万円 → 600万円(10万円以下を切り上げる) 

（３）会員加入率が 90％以上の支部に対する助成金については、当該支部の手数料対象額（当年

1月から 12月までの掛金収納額の 10％）が当該支部の一般助成金額を下回っている場合、

一般助成金額から 5 万円を控除した額を支払うものとし、令和 8 年 6 月支払分から実施し

ます。ただし、当該支部に特段の事情があると共済団が認めるときは、所定の一般助成金額

を支払うものとします。 

（改正理由）支部の一般助成金も掛金収納額の 10％を財源として賄われていますが、負担と助

成の不均衡（例えば 5社で構成される支部の負担額 3.6万円で 40万円の助成）を是正するた

め、掛金収納額の 10％が一般助成金（40～50万円）を下回る支部については、所定の一般助

成金額から 5万円を控除した一般助成金を支払うことといたします。令和７年１月から 12月

までの掛金収納額の実績に基づき令和 8年 6月支払分より改正を行います。 

ちなみに、令和 5年 1月から 12月までの掛金収納額であてはめてみますと、助成対象 116

支部中 50 支部が該当しますが、少数の会員の支部が必ずしも減額対象になるとは限らず、6

社や 8社で構成する支部で掛金収納額がそれぞれ 611万円、923万円である事例もあります。 

制度全体の見直しをする以上やむにやまれぬ改正を行うことになりましたが、地域を懸命

に守っていただいている支部の活動に十分留意してまいります。 

（４）特別助成（教育訓練施設に対するものを含む）を受ける支部に対する当該年度の一般助成

は行いません。ただし、当該年度の前年度に一般助成の対象となっている支部が交付申請を

行う場合は、この限りではありません。 

（改正理由）特別助成を受ける支部が新たに一般助成を受ける場合は、特別助成を受けた年度の

翌年度から要件を満たしていれば一般助成を行うことといたします。これは特別助成を受け

た後に契約落ちして翌年度には一般助成の要件である会員加入率 90％を下回る支部も散見さ

れるため、その推移を見極めることとするものです。 
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（５）担い手確保・育成広報モデルを担い手確保・育成情報発信活動に改め、助成金 30万円を 10

万円とします。なお、広報活動支援枠については 20万円拡大します。 

（改正理由）担い手確保育成広報モデルを実施する協会は現在 16協会あり、一般助成金に 30万

円別建てで上乗せしていますが、これを担い手確保育成情報発信活動に改め、他の別建ての上

乗せ 10万円と同額とし、広報を行うその性格上活動が重複することから、保険事業のタイア

ップ広告の活動支援枠を 20万円拡充して相互に持ち合うこととし、令和 7年 6月支払分から

実施いたします。 

（６）令和 4年 12月末日を基準として、会員加入率が 40％未満の協会（注１）傘下の支部（実質

的に支部のない協会（注２）は、県庁がある政令指定都市に所在する会員の総数を一支部の

会員数とみなす）、並びに会員加入率が 40％未満で会員数が概ね 50以上の支部（注 3）にあ

っては、会員加入率が 30％増加し、かつ、会員加入率が 50％以上に達した場合には、協会

に対する一般助成金として 30万円を追加枠として助成します。 

（注１）北海道、埼玉、千葉、東京、神奈川、静岡、愛知、大阪、兵庫、和歌山、岡                

    山、広島、山口、福岡の 14都道府県が対象となっています。 

（注２）支部を持たない協会として、この場合、愛知と広島を想定しています。 

（注３）仙台、宇都宮、新潟、金沢、武生、長野、伊那、飯田、大津、湖南、東近 

江、甲賀（49）、京都、奈良、五條、浜田、大分、中津の 18支部を想定し 

ています。 

（改正理由）令和 4年 12月末日現在で会員加入率 40％未満の 14協会傘下の支部については、

令和 6年度から会員加入率を 30％以上高めて会員加入率が 50％以上に達した場合、要件を維

持する限り継続して 30万円を一般助成することとしています。支部のない愛知と広島につい

ては、名古屋市 85 社と広島市 51 社の会員を支部の会員とみなし、令和 7 年度から同様に取

扱うことといたします。また、同じく令和 4年 12月末日現在で会員加入率 40％未満で会員数

概ね 50以上の仙台等 18支部についても、上記に準じて助成対象に追加いたします。 

◆ 特別助成事業実施要領案・教育訓練施設等の新設又は改修等の事業に対する助成実施要領案 

(令和 7年 4月 1日施行) 

建設会館その他の施設（教育訓練施設等を含む）の新設及び改修等の事業における会員加入

率の基準について、50％以上で協会役員の加入条件を満たしている場合の特例を削除します。 

ただし、経過措置として事業開始年度が令和９年度までの間に計画中の事業については、従

前の例によることとします。 

（改定理由）令和 4 年度に特別助成等の新たな枠組みを設定する際の激変緩和措置としていた

特例要件は、所期の役割を果たしたため、計画中の事業は経過措置で救済することとして廃止

するものです。 

 

 


